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租税法上の住所法定の必要性
広　瀬　　　吏
はじめに
　近年の運輸と通信技術の爆発的な発展により，人々は国境を越えた活
動を行うようになり，それに伴い人々の居住地域は一箇所だけにとどま
らず，複数の国にまたがることも珍しくなくなった。
　以下の表１を見てもわかるように，我が国の領域外に在留している日
本人の数は年々増加しており，平成23年10月１日現在では，1,182,557人
もの日本人が海外に滞在している
（１）
。
　こうした背景のもとでは，人々の住所がどこにあるかを認定すること
が困難な場合が多く，このことが課税上紛争の原因となっている。実際
に，贈与税における課税上の住所について争われた武富士事件では，住
所の認定について，地裁と高裁の見解が全く異なったものとなった。 
人々の生活様式が多様化している現代社会においては，生活の拠点とな
る場所が複数存在する場合も少なくなく，課税上の住所の認定はますま
す困難になってきている。
　また，平成12年度の税制改正に関する答申において，「相続税につい
ては，国際化などの経済社会状況の変化への対応も求められており，税
制の信頼を高める観点から，海外への資産移転による租税回避行為の防
止などについても必要な措置を検討する必要があります
（２）
。」とされてお
り，近年の社会環境の変化に対応すべく，法整備を行う必要性があるこ
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表１　海外在留邦人数統計
出典：外務省「海外在留邦人数統計」（2011年10月１日現在）　
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とを示唆している。
　それにもかかわらず，我が国の所得税法及び相続税法は，住所そのも
のの定義規定を設けていない。現行の租税法には住所の概念は法定され
ておらず，これを私法からの借用概念ととらえている。しかし，借用概
念の解釈については複数の学説が対立しているため，租税法上の住所の
範囲は曖昧なままであり，このことは納税者を混乱させる原因となって
いる。
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　借用概念についてだけでなく，住所については従来から様々な学説が
対立しており，議論を巻き起こしている。例えば，所得税法や相続税法
といった租税法ごとに異なる住所が存在し得るのか，それとも租税法全
体で一つの住所を定めるべきか，といった議論や，住所の認定は客観的
な事実のみに即して行われるべきか，それとも，納税者の居住意思も考
慮すべきなのかといった議論である。
　上記のとおり，租税法上の住所をどう判断するかという問題に関して
は，従来から学説が対立しており，それに加え，近年の納税者の生活様
式の複雑化により，課税上の住所の認定はより一層困難なものとなって
おり，このことは納税者を混乱させる原因となっている。
　私見としては，納税者の権利を守るには，租税法律主義に則り，租税
法上に住所を定義し，法的安定性，予測可能性を確保すべきであると考
える。
　そこで本論文では，特に，所得税法および相続税法上における，住所
法定の可能性を検討する。
１　　住所についての現行法上の取扱い
（１）借用概念の解釈
　借用概念は民法や商法といった私法上の既存の法概念で，たとえば，
売買，交換，贈与，相続，所有等といった概念は借用概念といえる。租
税法は，これらの借用概念を多く用いて課税要件規定が構成されている。
租税法における住所も借用概念の一つといわれているが，借用概念を用
いた課税要件規定を解釈するに際して問題となるのは，この借用概念の
意義を，他の法分野で用いられている本来の意義と同意義に解すべきか，
租税歳入の確保ないし公平負担の観点から異なる意義に解すべきかの問
題である
（３）
。
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　借用概念の解釈についての学説は，主に以下の３つがある。
①独立説
　独立説とは，租税法が借用概念を用いている場合も，それは原則とし
て独自の意義を与えられるべきであるとする見解である
（４）
。
②統一説
　統一説とは，法秩序の一体性と法的安定性を基礎として，借用概念は
原則として私法におけると同義に解すべきである，とする考え方であ
る
（５）
。
③目的適合説
　目的適合説とは，租税法においても目的論的解釈が妥当すべきであっ
て，借用概念の意義は，それを規定している法規の目的との関連におい
て探求すべきである，とする考え方である
（６）
。
　過去の判例を考察してみても，通説と同様に借用概念を統一説の考え
方により解釈しているものが多い（最高裁昭和35年10月７日判決
（７）
，最高裁昭和
36年10月27日判決
（８）
，最高裁昭和37年３月29日判決
（９）
，最高裁平成３年10月17日判決
（10）
）。
　ただし，統一説の問題点は，私法上の概念の意義が明確でない，また
は複数の説が対立している場合に，租税法においてどのように解釈すべ
きかという点である
（11）
。そのような問題点を残しつつも，借用概念の解釈
は，租税法上は，租税法律主義の要請する法的安定性を重視する考え方
といえる統一説こそが，最もふさわしいと考える。
　以上の結果を踏まえると，借用概念は，原則として私法におけると同
義に解すべきであるということになる。従って，本論文中における租税
法上の住所は，民法上の住所と同じ意義に解することを前提とする。
（２）民法上の住所
　住所等について，民法第22条では，「各人の生活の本拠をその者の住
所とする。」及び第23条において，「住所が知れない場合には，居所を住
所とみなす。」と規定している。
租税法上の住所法定の必要性
119
　本条は，各「人」（自然人）の「生活の本拠」すなわち各人の生活関係
の中心たる場所を，住所と定義している
（12）
。本条については，「生活の本拠」
という抽象的な概念を用いているが故に，複数の学説が対立している。
「形式主義」と「実質主義」，「意思主義」と「客観主義」，さらに「住
所単一説」と「住所複数説」といった対立である。
①「形式主義」と「実質主義」
　「形式主義」とは，現実の生活事実の有無とは無関係に，本籍地（戸
籍の所在地）や住民登録地（住民票の所在地）などの形式的基準に依って，
画一的に住所を認定する主義
（13）
であるが，民法第22条は「生活の本拠」を
もって住所とし，本籍地や住民登録地がその地点における生活事実の存
否と無関係にそのままで住所となるのではなく，実質的な生活関係に基
づいて住所を認定する「実質主義」を採用している
（14）
。現代のように人々
の生活スタイルの多様化に伴う生活圏の拡大等を考慮すると，形式的，
画一的に住所を認定するよりも，実際の生活の本拠を基準に住所を認定
する実質主義の方が，より現在の社会状況に適応する考え方といえるで
あろう。
　さらに，実質主義を採用する場合には，主観主義と客観主義の対立と
いう問題が生じる。
②「主観主義（主観説）」と「客観主義（客観説）」
　住所の成立・変更・廃止には，生活の本拠たる事実（体素＝客観的要素
ｃｏｒｐｕｓ）のほかに，生活の本拠とする意思（心素＝主観的要素ａｎｉｍｕｓ）―登
録の届出・標札掲示・転居通知・開業通知など―を要するとするのが，
意思主義（主観主義）である。
　これに対して，生活の本拠たる事実だけで足りるとするのが客観主義
（事実主義）である。民法第22条の法文（「生活の本拠」）そのものは，意思
的要素の要否については直接規定していないが，現在の学説では，客観
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主義をとる解釈（客観説）が通説である
（15）
。
　客観主義を支持する論拠としては，⒜「生活の根拠」という語が意思
的要素を含まないこと，⒝意思のうごきは外部より判断できないこと，
⒞住所が他人との接触の場で問題となるからには，客観的に明確でない
意思を要件とすれば，債務の履行や裁判管轄などにさいし場所的規準が
恣意に流れ，取引の安全を害するおそれがあること
（16）
等が挙げられる。
　もっとも，客観説といえども，意思的モメントを完全に無視するわけ
ではなく，住所の認定につき本人の意思が補足的に考慮されることを認
めている。すなわち，生活の本拠という客観的事実は，通常は住所意思
が具象化されたものであるから，意思の有無が住所認定の参考資料とな
ることは客観説も認めており，また，主観説においても，住所意思を客
観的にみて合理的な意思に限定するものであれば，客観説との差異はほ
とんどなくなる
（17）
。確かに，客観的な居住の事実は，本人の居住意思が現
実に形となって表れたものである。生活の本拠とする意思は外部からは
判断が不可能であるが，補足的な考慮要素としては認められるべきであ
ろう。
　したがって，主観主義または客観主義のどちらかをとるというのでは
なく，基本は客観主義によって判断し，それでも結論が出ない場合に，
補足的要素として本人の意思を考慮するというように理解するのが適切
であろう。
③「住所単一説」と「住所複数説」
　今日のような運輸・通信技術の著しい発達により，人々の生活圏が拡
大した現代社会においては，住所は一つに限られるのか，それとも複数
あってしかるべきなのかという問題が生じることとなる。人の住所は一
つしかないとする説が住所単一説であり，生活関係に応じた複数の住所
を認めてよいとする説が住所複数説である。
　ドイツ（ドイツ民法７②）や韓国（韓国民法18②）では，明文をもって，
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住所が複数存在することを規定しているのに対して，スイス（スイス民
法23②）やフランスでは住所は一つであるとされている
（18）
。
　わが国の学説では，民法制定以来大正末期ごろまでは，単一説が圧倒
的であった
（19）
。ところが，第二次世界大戦後においては，複数説を支持す
る見解が圧倒的に多くなった。
　社会的分業の浸透と交通・通信・情報の機関・組織の発達により，各
人の生活圏の拡張と頻繁な場所的移動がいちじるしい現代社会において
は，各人の全般的な生活関係は複雑多様化し，各種の特殊具体的な生活
関係に分裂し，多極化する。そうであれば，各種の特殊具体的な生活関
係・法律関係ごとに，法的にそれに最もふさわしく関連の深い相対的な
場所的中心を住所（本拠）と認めるべきであって，一人同時一住所に拘
泥する理由はなく，複数説が通説の地位を占めるのは当然の事理であ
る
（20）
。
　要するに，問題となった人につき，問題となった法律関係に最も関連
の深い場所を住所とすべし，というのが複数説であり，その意味では，
複数説を住所相対説ないし法律関係基準説と呼ぶのが適切であるかもし
れない
（21）
。
（３）　民法以外の法領域における住所
　公職選挙法第９条第２項においては，「日本国民たる年齢満20年以上
の者で引き続き三箇月以上市町村の区域内に住所を有する者は，その属
する地方公共団体の議会の議員及び長の選挙権を有する。」と規定して
いる。また，住民基本台帳法第４条では，「住民の住所に関する法令の
規定は，地方自治法第10条第１項　に規定する住民の住所と異なる意義
の住所を定めるものと解釈してはならない。」としているが，両法令と
もに，住所についての明確な定義を規定しているわけではない。
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（４）　租税法上の住所
　わが国において住所は，納税義務者の範囲を決定する基準として，重
要な要素の一つとなっている。所得税法や相続税法では，住所の所在地
によって，国家の課税権の範囲を画するため，特に重要視されるにも関
わらず，わが国の租税法には住所そのものの明確な定義が存在しない。
①所得税法における住所
　所得税法上では，納税義務者はまず，わが国の居住者であるか，非居
住者であるかのふるいにかけられ，さらに居住者は，永住者と非永住者
に分けられる。
　所得税の納税義務者は，その性質上，原則として個人であるが，その
うち，居住者は，無制限納税義務者として，その源泉が国内にあるか国
外にあるかを問わず，すべての所得について納税義務を負い（所税５条
１項・７条１項１号），非居住者（居住者以外の個人）は，制限納税義務者と
して，国内源泉所得についてのみ納税義務を負う（５条２項・７条１項３号
（22）
）。
なお，居住者のうち，非永住者は，国内源泉所得およびそれ以外の所得
で国内において支払われまたは国外から送金されたものについてのみ，
納税義務を負う（７条１項２号
（23）
）。当然，永住者は国内，国外問わず，す
べての所得について納税義務を負う。
　所得税法基本通達２－１は，住所の意義について，「法に規定する住
所とは各人の生活の本拠をいい，生活の本拠であるかどうかは客観的事
実によって判定する。」と規定している。
　租税法律主義の観点から，借用概念は，原則として私法におけると同
義に解すべきである，とする統一説により上記通達を解釈すると，ここ
にいう「生活の本拠」とは，民法第22条に規定されている「生活の本拠」
と同意義に解すべきであろう。
　また，所得税法施行令第14条第１項及び第15条第１項では，「１年以
租税法上の住所法定の必要性
123
上居住することを通常必要とする職業」が居住者・非居住者の判定要素
として重視されているが，争いになるのは，国内外の双方で職業を有す
る場合などが多い
（24）
。
　また，神戸地裁昭和60年12月２日判決は，「所得税法の解釈上，個人
の『生活の本拠』がいずれの土地にあると認めるべきかは，租税法は多
人数を相手方として課税を行う関係上，便宜，客観的な表象に着目して
画一的に規律せざるを得ないところからして，客観的な事実，即ち住 
居，職業，国内において生計を一にする配偶者その他の親族を有するか
否か，資産の所在等に基づき判定するのが相当である」と判示してい 
る。したがって，「生活の本拠」は，個人の主観的な意思により判定す
る（意思主義）のではなく，住居，職業等の判定要素により客観的に判
定する（客観主義）ことになる
（25）
。
②相続税法における住所
　相続税の納税義務者は，相続または遺贈によって財産を取得した個人
である。その者が，財産の取得のときに日本国内に住所をもっている場
合は，無制限納税義務者として，相続または遺贈によって取得した財産
のすべてについて，相続税の納税義務を負う。その者が，財産の取得の
ときに，日本国内に住所をもっていない場合には制限納税義務者として，
相続または遺贈に依って取得した財産で日本国内にあるものについての
み，相続税の納税義務を負う。ただし，相続または遺贈によって国外に
ある財産を取得した者が，取得のときには日本国内に住所をもっていな
くても，日本国籍を有し，かつその財産の取得者または被相続人が，相
続の開始前５年以内に日本国内に住所を有したことがある場合には，取
得した財産のすべてについて，相続税の納税義務を負う
（26）
。
　相続税法基本通達１の３・１の４共－５では，「法に規定する「住所」
とは，各人の生活の本拠をいうのであるが，その生活の本拠であるかど
うかは，客観的事実によって判定するものとする。この場合において，
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同一人について同時に法施行地に２箇所以上の住所はないものとする。」
と規定している。
　このように，所得税法においても相続税法においても，「住所」とは「生
活の本拠」であり，また，「生活の本拠」は客観的事実に基づいて判断
することを規定している。このことは，どちらも，「生活の本拠」の判
断は，「客観主義（客観説）」によることとしているのだと考えられる。
生活の本拠を主観ではなく，客観的事実に基づいて判定するのは，租税
法律主義の法的安定性，予測可能性を担保するためであろう。
③地方税法における住所
　特別区民税賦課期日当時，日本に滞在居住していた外国人につき，地
方税法第294条にいう「住所」が日本にあったか否か争われた事例の判
決
（27）
において，「地方税法は，その294条１項，１条２項
（28）
，736条
（29）
により，
東京都の特別区につき，当該特別区の区域内に住所を有する個人に対し
て均等割額および所得割額の合算額によって特別区民税を課することに
しているが，同法がこのように個人に対する住民税について住所を課税
要件と定めた趣旨は，所得割額による住民税を課税すべき特別地方公共
団体を定めるとともに，当該特別地方公共団体の区域内に居住する住民
にその担税力に応じてその地方公共団体の経費を分任せしめる趣旨と解
すべきであるから，右の趣旨からみて，同法294条（住民税の納税義務者）
にいう住所は，その人の一般的生活にもっとも関係の深い場所（全生活
の中心）であると解するを相当とする。」と判示している
（30）
。
　上記した東京地裁の判示にあるように，地方税法においても，住所は
その人の一般的生活にもっとも関係の深い場所（全生活の中心）であると
解釈しており，「住所」＝「生活の本拠」と規定している民法と同義で
あることを明らかにしている。
　以上，相続税法，所得税法，地方税法を概観したが，いずれも住所の
定義規定は置かれていない。
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　租税法上の「住所」の概念は，個別租税法が定義規定を特に置いてい
ないのであるから，私法上の法律関係に即して租税法律関係を確定する
租税法上は，とりわけ民法22条が定める住所概念を借用することが前提
とされている借用概念である。この借用概念の解釈については租税法の
基本原則である公平負担や租税歳入確保の見地から特別な意味を付加す
る目的論的解釈もありうるが，租税法独自の意味を付加することなく，
民法と同意義に解するのが租税法律主義の機能である法的安定性の観点
から支持されている
（31）
。
　従って，租税法上の「住所」は，民法第22条における「生活の本拠」
と同意義であると考える。しかしながら，肝心の「生活の本拠」を判定
するにつき，具体的な判断基準が確立されていない現状では，納税者や
国，裁判所それぞれ独自の解釈によって全く異なった判断がなされるこ
とになる。
　それに加え，携帯電話やインターネットの発達により，他者との通信
手段の多様化や情報収集が容易となった現代社会においては，「生活の
本拠」を一つに絞る必要性が薄れてきているため，その判断は年々困難
なものになっている。
２　判例における住所
（１）　武富士事件とユニマット事件
　両判例はともに，納税者の住所が国内外のどこにあるかが争点とされ
た。最終的には，両者ともに納税者の住所は国外にあると認定され，納
税者勝訴の結論が下されたが，「武富士事件」の場合は地裁と高裁とで
全く反対の結論となり，最高裁まで争った。一方，「ユニマット事件」
の場合は地裁・高裁それぞれの見解が容易に一致した。
　二つの事例に共通する部分と相違する部分とを整理，比較し，住所の
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判定についての裁判所の見解を考察する。
①両判例の共通点
　両者に共通する点は，「納税者の居住意思」と「租税回避の目的」が，
判決に重要な影響を与えなかったということである。
⒜納税者の居住意思について
　武富士事件地裁判決は，「主観的な居住意思とは，通常，客観的な居
住の事実に具体化されているであろうから，住所の判定に無関係である
とはいえないが，かかる居住意思は必ずしも常に存在するものではなく，
外部から認識し難い場合が多いため，補充的な考慮要素にとどまるもの
と解される。」とし，同最高裁判決では，「住所とは，反対の解釈をすべ
き特段の事由はない以上，生活の本拠，すなわち，その者の生活に最も
関係の深い一般的生活，全生活の中心を指すものであり，一定の場所が
ある者の住所であるか否かは，客観的に生活の本拠たる実体を具備して
いるか否かにより決すべきものと解するのが相当である。」としており，
どちらも納税者の居住の意思は補充的な要素であり，主たる判断要素は
客観的事実であるとした。
　一方で，武富士事件控訴審判決では，居住の意思という主観的な要素
を客観的事実と同格に扱ったため，地裁及び最高裁の結論とは反対の結
果となったのであろう。
　これについては，ユニマット事件も，武富士事件の地裁・最高裁と同
様の見解を示しており，地裁判決は，「一定の場所がその者の住所であ
るか否かは，租税法が多数人を相手方として課税を行う関係上，客観的
な表象に着目して画一的に規律せざるを得ないところからして，一般的
には，住居，職業，生計を一にする配偶者その他の親族の居所，資産の
所在等の客観的事実に基づき，総合的に判断するのが相当である。これ
に対し，主観的な居住意思は，補充的な考慮要素にとどまるものと解さ
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れる。」と判示している。
　両判例からわかるとおり，納税者の居住の意思とは，主観的なもので
あり，外部からは認識が困難であるため，恣意性が介入する余地がある。
従って，課税要件事実の認定の際には，このような主観的な要素はでき
得る限り排除するのが望ましいと考えられる。それは安易に主観的な要
素を介入させると，拡大解釈，類推解釈を行うことになり，租税法律主
義に反するためと考えられる。
⒝租税回避目的について
　租税回避の目的が判決に影響を与えるか否かについて，武富士事件地
裁判決では，「原告が贈与税回避を目的としていたか否かが，本件杉並
自宅所在地が生活の本拠であったか否かの点に決定的な影響を与えると
は解し難い。」とし，同最高裁判決は，「主観的に贈与税回避の目的があっ
たとしても，客観的な生活の実態が消滅するものではない…。」と述べ，
租税回避の目的は，住所の認定に左右されないと判断している。
　ユニマット事件の地裁判決においても，「原告が租税回避を目的とし
ていたか否かによってその住所の認定が左右されるものではない。」と
され，同様に同高裁判決でも，「被控訴人が課税回避を目的としていた
か否かによってその住所の認定が左右されるものではない。」と判示さ
れており，両者の考え方は共通している。
　両判例は居住の意思と同様に，租税回避目的であったかどうかという
点についても，このような主観的要素を事実認定に組み込むことは，租
税法律主義の要請する法的安定性，及び予測可能性観点から許されない
という見解を示している。
　以上のように，武富士事件とユニマット事件に共通する点から分かる
ことは，住所の認定においては，納税者の主観的な居住の意思はあくま
で補充的な要素であり，判決に重要な影響を与えないことと，租税回避
目的の有無は判決に影響を与えないことの二点である。
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②両判例の相違点
　武富士事件もユニマット事件も，税目は違えども，主たる争点が納税
者の住所の所在地がどこにあるかということにおいては一致している。
　ところが，武富士事件では，第一審と控訴審とで，事実認定がほぼ同
じであるにも関わらず，反対の結論となり，議論を巻き起こしたが，ユ
ニマット事件においては，第一審と控訴審それぞれの見解は容易に一致
した。これは，住所の認定の際に，主たる判定要素とされる客観的事実
にいかに説得力を持たせることができたか否かの違いであるように思わ
れる。武富士事件とユニマット事件はこの点において相違する。
　武富士事件とユニマット事件は，そのスキームについて，共に「租税
回避の目的」を有していたものであるが，その違いは，スキームを実行
する際の納税者の姿勢（意気込み）であろう。ユニマット事件は，その
意味でスキームに忠実であったといえる。一方，武富士事件は，日本に
帰宅したときに両親の自宅で寝泊まりするなど中途半端な租税回避で
あったといえる。したがって，ユニマット事件のように，厳格に，スキー
ムが実行されれば，当時の租税法の規定では，当該行為を否認すること
ができなかったものともいえるのである
（32）
。
　武富士事件では，納税者が曖昧な行為を採ったために，東京高裁にお
いて，「居住の意思の欠如」という主観的な判断要素が持ち込まれ，生
活の本拠を日本と認定されたのである。その意味では，納税者が当該ス
キームを忠実に実行しておれば，裁判所の主観的な判断要素も持ち込ま
れることはなかったのではないかとも思われる
（33）
。
　武富士事件最高裁では，以下の事実等により，上告人の租税回避目的
を認定していた。
⒜ 本件期間中，月に一度は帰国しており，国内において，月一回の割合
で開催される本件会社の取締役会等の行事に出席していた。
⒝ 本件期間中，香港においては，家財が備付けられ，部屋の清掃等のサー
ビスが受けられるアパートメントに単身で滞在した。
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⒞ 日本帰国時には，香港への出国前と同様，Ａが賃借していた東京都杉
並区所在の居宅で両親及び弟とともに起居していた。
⒟ 香港における資産として，5000万円程度の預金のみであったが，国内
には1000万円を超える本件会社の株式，23億円を超える預金，182億
円を超える借入金等を有していた。
⒠ 公認会計士から本件贈与の実行に関する具体的な提案を受けていた。
また，３ヶ月に一回程度，国別滞在日数を集計した一覧表を本件会社
の従業員に作成してもらったり，日本国内に長く滞在していると，公
認会計士から早く香港に戻るように指導されていた。
　ところが，最高裁の見解では，上記のような客観的事実によりたとえ
租税回避の意図が見受けられていても，客観的な生活の実体が消滅する
ものではないから，国内での滞在日数が多くなりすぎないよう調整をし
ていたこと等は，住所認定の判断に影響を与えないとし，現に香港での
滞在日数が本件期間中の約３分の２（国内での滞在日数の約2.5倍）に及ん
でいるという事実が認められるため，住所は国外にあると認定した。
　一方，ユニマット事件の場合，日本に帰国したときには，ホテル等の
宿泊施設に滞在していたという点においては，武富士事件とは異なるの
である。
　東京高裁もこの点について，「国内において，ホテルまたはスポーツ
クラブに一定期間継続して宿泊している場合に，同所をもって居所と認
める余地はあるが，在外期間中においてホテルまたはクラブを居住場所
として保有していたということはできず，被控訴人が本件譲渡期日に国
内に引き続いて１年以上居所を有していたと認めることはできない」と
述べている
（34）
。
　また，国内に生活用財産も，生計を一にする親族も存在していないた
め，ユニマット事件における納税者の行動は，「外国に居住する者の一
時帰国」とみなされ，多少の財産が国内にあるとしても生活用財産でな
い以上，国内に住所があるとはいえないのである。
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③住所の判定についての裁判所の見解
　以上のことから分かるように，裁判所の見解は，住所の判定において
客観説を取ることを明らかにしており，たとえ主観的な居住の意思や租
税回避の意思があるとしても，住所の判定には影響しないことを明示し
た。
　住所の判定の際に主たる考慮要素とされる客観的事実に関しての具体
的な内容は，法によって規定されているわけではない。そのため住所の
判定は解釈によって行われることとなり，法的安定性及び予測可能性が
損なわれる結果となっている。こうした状況においては，過去の判例に
おいて裁判所がどういった客観的事実を判断要素としてきたかが重要と
なる。例えば，職業等によりその地に居住する必要性があるか，また，
生計を一にする配偶者その他親族がどこに居住しているか，さらに，資
産の所在地はどこか等が判断要素とされてきているが，上述した武富士
事件及びユニマット事件において特に重視されたのは，滞在日数のよう
である。武富士事件最高裁判決では，香港での滞在日数が本件期間中の
約３分の２（国内での滞在日数の約2.5倍）に及んでいるという事実を重視し，
納税者は国内に住所を有しないと判断された。裏を返せば，３分の１程
度ならば一時帰国が認められるということになり，そうすると生活の本
拠が国外にあったという外形を作出することは，さほど困難ではないよ
うに思われる。
　本件事例は，生活の本拠の判定というよりも，むしろ周到なスキーム
による節税・租税回避に対する課税の問題という側面が大きい。今や富
裕層が生活拠点を海外に移転させる時代であり，次には，５年超国外居
住や外国籍化による節税の可能性もないとはいえない
（35）
。生活の本拠の判
断基準となる客観的事実については，納税者が恣意的にその外形を作出
することが可能であるため，租税回避を行うことは比較的容易であると
いえる。
　特に近年では，企業や個人の国境を越えた事業・投資活動が活発化し
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ており，生活の本拠や財産を国外に移転する国際的な租税回避行為が目
立つようになってきている。この章で採り上げた「武富士事件」と「ユ
ニマット事件」は，こうした国際的な租税回避行為の一例である。この
ような租税回避行為にどう対処していくかが，今後の重要な課題である
と考える。
３　　租税法上の住所認定の問題点
　借用概念の解釈については，独立説，統一説，目的適合説の三種類あ
り，その中でも統一説が通説とされている。
　統一説とは，借用概念を借用元である私法において用いられている概
念と同義に解すべきであるとする考え方である。これは，別意に解すべ
きことが租税法規の明文またはその趣旨から明らかな場合は別として，
私法と同義に解するのが法的安定性の見地からは好ましいという理由に
よるものである。現行租税法上には住所の規定が置かれていないため，
住所概念は，私法である民法の住所概念を借用しているとされている。
　ところが，民法上の住所概念については，住所の認定は戸籍等の形式
的な基準のみに従うものとする「形式主義」と，実質的な生活関係に基
づくものとする「実質主義」との対立があり，また，住所の成立・変更・
廃止には，生活の本拠とする意思を要するとする「主観主義」と，生活
の本拠たる事実だけで足りるとする「客観主義」との対立，さらには人
の住所は一つしかないとする「住所単一説」と，生活関係に応じた複数
の住所を認めてよいとする「住所複数説」との対立といった様々な学説
上の対立があるため，借用元である民法の段階においてさえ，住所概念
が明確になっているとは言い難い。こうした状況においては，租税法上
の住所をどう解釈すべきかが非常に不明確になってしまうため，法的安
定性を損なうものとなっている。
　また，武富士事件とユニマット事件を考察した結果，納税者の住所は
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客観的事実によって判断すべきことが明らかになった。このことは所得
税法基本通達２－１，相続税法基本通達１の３・１の４共－５にも規定
されているとおりである。
　しかしながら，我が国の租税法上には住所の定義規定が置かれておら
ず，客観的事実の具体的内容についても，法律上の定義規定が置かれて
いない。そうすると，どのような要素をもって納税者の住所の判断基準
とすべきかが明確でないため，納税者，課税庁，裁判所それぞれが独自
の解釈によって住所の判断を行うことになるため，課税要件についての
解釈が大きく分かれることとなる。結果的には，納税者の予測可能性を
大きく害することにつながるし，また，課税庁が住所に関して独自に拡
大解釈，類推解釈を行うことにより，納税者にとって不利な課税がなさ
れる可能性もある。
　上記のとおり，租税法上の住所を認定する際の問題点は，第一に，住
所概念の借用元である民法上においてすら，その概念が明確にされてお
らず，様々な学説が対立している状況にあるため，当然ながら租税法に
おいても住所という概念をどのように解釈すればよいのか不明確であ
る，という点が挙げられる。
　さらに第二に，住所の判断基準である客観的事実の内容が具体的に法
定されていないため，住所の判断は解釈によって行われることとなるが，
それは課税庁による恣意的な課税につながる可能性がある，という点で
ある。
　これらの問題点によって，租税法律主義が要請する法的安定性及び予
測可能性を損なわせるものであることは明白である。
４　住所法定の必要性
　租税法上の住所を認定する上での問題点は，第一に，民法上の住所概
念が明確でないにもかかわらず，現行租税法は，その意義をそのまま法
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律上に借用しているということと，第二に，住所の判断基準である客観
的事実の内容が具体的に法定されていないことの二点である。そしてこ
れらの問題は，結果として租税法律主義の要請する法的安定性と予測可
能性を損なう原因となっている。
　仲谷栄一郎弁護士は，「『住所』とは『生活の本拠』を指すものであり，
住居，職業，親族，資産，意思などから総合的に判断されるというのが，
一般に確立された理解である。民事法的な発想から言うと，裁決例や判
例の集積によって次第に要件が明確化されるのを期待するということに
なるのかもしれないが，そのようなことでは国民が不安定な状態におか
れることになる。税法は国が国民に義務を課すものであり，刑罰法規に
おける罪刑法定主義と同様，租税法律主義という憲法上の厳しい原則に
合致するものでなければならない。その意味で，何らかの客観的な基準
を満たせば居住者または非居住者とみなすというような制度を取り入れ
ることも検討すべきではないかと思う
（36）
。」と述べている。　
　また，秋山友宏氏は，「かつては，生計を一にする親族による生活の
拠点である家庭が存在し，そこでは社会生活上の諸問題を処理するため，
固定電話や郵便物による連絡が必要とされたから，『生活の本拠』の判
定は比較的容易であった。このことは，現在も多くの場合において同じ
ことが言えるのであろう。しかしながら，他方，単身者が増加し，また，
モバイルパソコンや携帯電話の著しい発達及び普及により，それらを用
いた電子メールや通話による連絡，並びにインターネットによる情報収
集や契約，決済等が可能となったため，職種にもよるが，一定の場所に
生活の拠点を構えることなく，仕事や生活が出来るケースも増えてきて
いるのであろう
（37）
。」と述べており，さらに，「納税義務の基本となる『住
所＝生活の本拠』について，民法の借用概念を補完する租税法の規定を
設けるべき時代になったのかもしれない
（38）
。」と述べている。
　我が国の現行の租税法上には，住所そのものの規定は置かれていない。
住所や居所に関連する規定としては，所得税法第２条第１項第３号，４
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号，５号において居住者等の規定があり，さらに納税義務者の規定とし
て，所得税法第５条，相続税法第１条の３項及び４項，地方税法第24条
第１項及び第294条第１項が置かれているのみである。租税法律主義の
もとでは，法律の根拠がない限り，租税回避行為は否認できないという
のが通説とされているため，納税者の住所認定について新たな租税回避
の事例が発生した場合には，上記に挙げたような既存の規定を改正する
か，新たに個別否認規定を設けるか，若しくは一般的否認規定を設ける
か等によって事後的な対応をすることになる。実際に，平成12年度の税
制改正による相続税法の納税義務者の規定の改正により，武富士事件と
同様の節税スキームは今後課税されることとなったものの，益々グロー
バル化されていく現代社会において，納税者の租税法上の住所の所在地
について争われる事例は，将来さらに増加していくものと考えられる。
　納税者の住所について争われた最近の事例では，名古屋地裁平成23年
３月24日がある。この事例において，原告は海外信託を用いた節税スキー
ムによって，贈与税の回避を試みた。主たる争点としては，原告が相続
税法上の「受益者」に該当するか否かについてであるが，原告が日本国
内に「住所を有しないもの」として制限納税義務者に該当するかについ
ても争点となった。
　原告は，日本国籍を有し，日本に住民登録をしている父と母の次男と
して，平成15年に米国で出生し，米国籍のみを有していた。両親は原告
の出産前後に意図的に米国に滞在し，原告を米国籍としたことや，滞在
日数の調整等によって，非居住無制限納税義務者の要件である「国籍要
件」及び「住所要件」を回避する意図が窺われたため，原告の住所，生
活の本拠は米国にあったか否かが争われた。結果的に本件課税処分は違
法と判断され，納税者勝訴となったが，敗訴した国が控訴しているため
今後の動向が注目されている。
　この事例からも分かるとおり，滞在日数の調整はもとより，国籍を外
国国籍にしてまで，課税を回避するケースが発生している。経済社会が
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国際化している現代においては，今後このような事例はますます増えて
いくものと思われる。その場合の対処方法としては，事後的に個別の否
認規定を設けていくことが考えられるが，前記したように，いたちごっ
こが続くばかりで，想定外の租税回避には対応が難しい。
　こうした状況であるからこそ，租税法上に住所の定義規定を置くこと
により，法の厳格な文理解釈がなされるべきである。
　租税法の解釈がなぜ文理解釈により厳格になされるべきかと言えば，
それは租税法が侵害規範であるからである。ゆえに憲法は租税法律主義
により課税庁の恣意的課税を阻止することを命じているのである。その
租税法律主義の要請を形骸化させないために文理解釈により厳格な法解
釈がなされるべきなのである。類推解釈や拡大解釈，縮小解釈が許容さ
れると，解釈する側の力の大きさによりその法解釈の幅が決められるこ
とになり，恣意的な課税を許す結果を生む。恣意的課税を阻止するため
に租税法の解釈適用は文理解釈によるべきことが要請されるのである
（39）
。
　すなわち，租税法上に住所を法定して，法的根拠を揺るぎないものと
することにより，法的安定性及び予測可能性を高めることができるもの
と考える。
　そのために，住所の概念を民法からの借用概念とするのではなく，租
税法上の固有概念として，明確な規定を設け，さらに，住所の判断基準
とされる客観的事実の内容，例えば住居，職業，国内において生計を一
にする配偶者その他の親族を有するか否か，資産の所在等を具体的に法
律上に規定し，課税要件を明確にする必要がある。
おわりに
　平成22年11月に税制調査会専門家委員会が発表した「国際課税に関す
る論点整理」では，「国際課税は，国内法と各国との租税条約ネットワー
クを法的な基礎として，国際的租税回避への対応等を通じて我が国の適
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切な課税権を確保しつつ，我が国経済の活性化のため投資交流を促進し，
また，国際的な二重課税を調整するという役割を担っており，これまで，
経済実態の変化を踏まえ，法的ルールについて，不断の見直しが進めら
れてきている
（40）
。」とされ，課税を逃れるための複雑な金融商品等を開発し，
これを利用して国外へ資産を移転させるといった，国際的租税回避の防
止に向けた今後の課題として，「これに対応するためには，国外資産に
関する報告制度や，租税回避のリスクに対応した取引報告制度など様々
な資料情報収集の手続整備が必要であり，また，外国との間で租税債権
につき徴収の共助を行うことのできる仕組みを整える必要がある。今後，
このような国際課税に関する手続法について，納税者の権利保護の確保
を踏まえながら適正な納税義務の履行を確保するという基本的な視点に
基づき，見直しを検討すべきである
（41）
。」と述べている。
　経済社会のグローバル化に伴い，納税者が住所や資産を海外に移転す
ることは容易に行い得るようになり，そのうえ租税回避のために，国籍
までをも外国籍とする事例が発生している今日において，租税法上の住
所に関する規定のあり方について，根本的な部分での見直しが必要な時
期が来ていると考えられる。
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